
野菜価格安定制度の充実について

国内の野菜産地は、グローバル化に伴う輸入野菜の増加や、就業

者の減少・高齢化の進行による労働力不足の顕在化等により、極め

て厳しい経営環境下にある。

このような中、我が国の健康な「食生活」を支える野菜産地が、

今後も持続的に発展して行けるよう、生産者をはじめ関係機関・団

体が一丸となって、生産コストの低減や、高付加価値化等の取組に、

鋭意努力しているところである。

しかしながら、野菜は他の品目と比べ価格変動が激しく、市況の

低落が経営に多大な影響を及ぼすことから、セーフティネット機能

の充実・強化が大きな課題となっている。

このため、現行の野菜価格安定制度について、資金造成額の国費

負担割合を拡大するなど、本制度の早急な見直しを求める。
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